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「あなたの分析室Ｗｅｂシステム｣ 過去データから最新の分析結果、分析の進捗状況まで 

あなたのパソコンからいつでも好きなときにご確認いただけます。 

まずは、お問合せください。 

今すぐ、結果が知りたい！っと思った事ありませんか？ 業界初新サービス、しかも無料！ 

 
「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」の基本方針改定と、判断基準省

令の改正が平成１８年４月２７日に公布されました。これは、対象業種・品目１０業種・６９品目を指定し、そ

れぞれ実施すべき、３Ｒ（廃棄物の発生抑制、再使用、再資源化）の取組み内容を省令（判断基準）で具

体的に定め、３Ｒ推進を促す法律です。今回の改正は、輸入品の販売数量の割合が増えている製品に

ついて、輸入品の環境配慮の度合いを国産品と同レベルに引き上げていくことが狙いです。 

基本方針改定の内容としては、具体的には、同法で廃棄物発生抑制を促進する必要があるとされ

ている「指定省資源化製品」と再生資源・再生部品の利用を促進する必要があるとされている「指定

再利用促進製品」のうち、輸入品の販売が増えているパソコン、ユニット形エアコンディショナ、複写機

（注：「指定再利用促進製品」にのみ指定）、テレビ受像機、電子レンジ、衣類乾燥機、電気冷蔵庫、電気

洗濯機の輸入業者を、同法の勧告・命令の対象に追加するとしています。  

また「判断基準省令」改正内容は、省資源化製品７製品に含まれるＲｏＨＳ規制対象６物質について、

対象事業者が（１）管理措置、（２）ＪＩＳ Ｃ０９５０（通称Ｊ－ＭＯＳＳ規格）に基づく含有情報の表示・提供を

行う必要があることを規定したものです。これらの改定・改正内容は１８年７月１日から施行されます。 

  

当社ではＲｏＨＳ規制対象６物質の含有分析を始め、製品中の有害物質の分析に実績がございます。

是非一度ご相談ください。 
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